
 

 

様式１ 

【公表用】 
 

２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１５年度採択拠点事業結果報告書 
 

（大学名）    名古屋大学 機関番号 １３９０１ １．機 関 の 

   代 表 者 
   （学 長） (ふりがな<ローマ字>)      HIRANO     SHIN-ICHI 

（氏 名）     平 野 眞一 
 

名古屋大学―1頁 

２．大学の将来構想 

 名古屋大学は、我が国の基幹大学の一つとして、「も

のづくり」の地域的伝統のうえに、輝かしい学術上の

成果を挙げ、多くの優れた人材を輩出してきた。全国

に先駆けて、大学の理念・長期目標とも言うべき「名

古屋大学学術憲章」を制定し、研究教育と社会貢献の

基本目標、研究教育体制と大学運営の基本方針を定め

た。この長期目標を達成するために、研究教育の高度

化・国際化と、文理融合を図ることを目指して、組織

的再編・整備の大枠を定め、申請時の将来構想とした。

将来構想とその関連事項は、以下のとおりである。 

１）研究教育組織の整備 

 1-1) 高等研究院の創設と展開：本院は世界トップ

クラスの研究や将来の新分野創出に繋がる萌芽的

研究に取り組み、その成果を学内外に発信するため、

一定期間、研究に専念する教員により構成する組織

であり、平成14年度に、学内措置により設置した。

21COEプログラムとの強い連携の下に、本学を代表

する研究プロジェクトの優先的支援を行う。 

 1-2) 領域型研究教育組織の先端化と文理融合型研

究教育組織の創設：21世紀においては、既存領域型

研究科の再編及び更なる先端化とともに、文理融合

型分野の学術の重要性が極めて大きくなる。本学は、

平成13年度に環境学研究科、平成15年度に情報科学

研究科を設置し、平成16年度にエコトピア科学研究

機構を設置した。 

 1-3) 全学共通基盤組織の整備：研究教育基盤整備

のために、博物館、核燃料管理施設、情報連携基盤

センター、評価企画室、学生相談総合センター、セ

クシャル・ハラスメント相談所、災害対策室、AC21

推進室、男女共同参画室、大学文書資料室、全学技

術センター等を設置した。また、大型基盤研究を推

進することを目的とした、研究センターの設置を検

討している。 

２）社会連携推進体制の整備 

 本学は、研究成果を社会に還元する大学を目指して

いる。その一つが社会連携推進体制であり、「点から

面へ」(個人から組織へ）をキャッチフレーズに進めて

いる。そのために、平成14年度に、社会連携推進室、

産学官連携推進本部を学内措置により設置するととも

に、平成15年度に、知的財産部を学内措置により設置

し、積極的な外部人材の登用、知的財産に関する諸規

定の整備等を含む体制の整備を行った。 

３）国際学術コンソーシアム（AC21）の展開 

 国際学術交流活動は、各部局の日常的業務ではある 

 

が、特に全学的な取り組みとして、「国際学術コンソ

ーシアム（AC21）」を創設した。これは、世界各国の

25大学（機関）からなり、大学が社会に対する使命を

国際的に果たすことを目的とする組織である。本学に

事務部（AC21推進室）を置き、学生・教職員の交流、

ベンチマーキング、連携教育プログラムの開発等を日

常的に行っている。 

◎ 学長を中心としたマネージメント体制 

 法人移行後、７名の理事を置きこのうちの５名を副

総長とし、総長の特命事項の企画等を行う総長補佐と

一体となり、研究教育の推進に関して総長をサポート

する体制の一層の強化を図った。平成18年度から、研

究担当の副総長が兼務していた産学官連携については

専任の副総長を置き、研究担当の副総長は、21COE等本

学の研究プロジェクトの研究成果による国際共同研究

推進を図った。また、研究担当の副総長・総長補佐２

名は、研究・国際交流委員会等を主宰して21COEの取り

まとめを含め、全学的視点に立った研究推進施策の検

討を研究推進室と連携し行っている。なお、21COE等本

学の研究プロジェクトに対する組織的支援は、総長の

強いリーダーシップと執行機能を持つ役員会の責任の

もと、総長直属の「教育研究プロジェクトチーム」が

研究推進室と連携して行う。将来構想と関係した各拠

点への支援方策等は、以下のとおりである。 

１）学内資源の配分 

 1-1) 予算措置 

 1-2) 研究スペースの確保 

 1-3) 人的支援措置 

２）研究拠点形成の促進 

 2-1) 高等研究院の活用 

 2-2) 若手研究者の育成 

 2-3) 評価体制 

３）成果の発信・活用と研究拠点の継続性 

 3-1) 成果の発信・活用 

 3-2) 研究拠点の継続性 

 

３．達成状況及び今後の展望  

 将来構想及び研究拠点形成のための支援方策は、中

期目標・中期計画に具体化し、総長のリーダーシップ

と強力なマネージメント体制により着実に実施してき

た。このことは、21COE中間評価における全般的に高い

評価となって現れてきている。以下は、具体的な達成

状況と今後の展望である。 

 



 

 
様式１ 

      【公表用】  

名古屋大学―2頁 

１）研究教育組織の整備 

 1-1) 高等研究院の創設と展開：学内アカデミアと

しての高等研究院の機能を強化し、名誉院長に野依

良治博士、李遠哲博士を迎えるとともに院友を任命

した。若手研究者育成プログラムとして名古屋大学

高等研究院研究者育成特別プログラムを開始し、１

５名のテニュアトラック教員を採用した。 

 1-2) 領域型研究教育組織の先端化と文理融合型研

究教育組織の創設：平成17年度に、エコトピア科学

研究機構をエコトピア科学研究所に改組するとと

もに、科学技術・学術審議会に附置研究所として申

請し平成17年８月に認められた。これにより、本研

究所と環境学研究科と併せ、環境学の学術研究・応

用研究の両面での推進体制を整えた。 

 1-3) 全学共通基盤組織の整備：研究教育基盤整備

のために、平成17年度は、国内だけでなく海外にも

積極的な広報活動を展開するための「広報室」、教

職員だけでなく外国人研究者等も利用できる「学内

保育所」、国際戦略を一層推進するための「国際企

画室」を設置した。また、平成18年度は、21COE等

の本学の研究プロジェクトへの支援等、全学レベル

の研究を推進するため「研究推進室」を設置した。

さらに、大型基盤研究を推進することを目的とした

「名古屋大学小型シンクロトロン光研究センター」

を平成19年度に設置した。 

２）社会連携推進体制の整備 

 本学は、社会連携推進体制の確立を目指して、社会

連携室、産学官連携推進本部、知的財産部を設置し、

積極的な外部人材の登用、知的財産に関する諸規定の

整備等を含めた体制の整備を行ってきた。平成17年度

に、地域の産業界との更なる連携強化を目的に地元企

業等を会員とする「名古屋大学協力会」を設立した。

また、本学の研究成果を結集し組織的かつ強力な産学

官連携・社会貢献を推進し、国際的な貢献をも推進で

きる体制に整備するため、産学官連携推進本部を見直

し、知的財産部に加え、起業推進部、連携推進部、国

際連携部を置き、専任教員を配置した。 

３）国際学術コンソーシアムの展開 

 国際学術交流活動は、各部局の日常的業務ではある

が、全学的な取り組みとして「国際学術コンソーシア

ム」を創設し、国際学術フォーラム、世界学生フォー

ラムを開催した。なお、国際学術交流活動を全学的レ

ベルに立っての支援を行うとともに、全学的な連携の

もと積極的な国際学術交流を推進するための基盤整備

を図るため「国際企画室」、中国の大学等との国際学

術交流を積極的に推進するため「名古屋大学上海事務

所」を平成17年度に設置した。また、国際学術交流の

展開を更に積極的に推進するためには、各部局のミッ

ション達成を支援するとともに、全学的な連携による

組織的な国際学術交流活動のできる体制を図るため

「国際交流協力推進本部」を平成18年度に設置した。 

４）学内資源の配分 

 4-1) 予算措置：重点配分に際し、１拠点あたり５ 

年間で計900万円を配分し、拠点事務体制の構築を

支援した。 

 4-2) 研究スペースの確保：高等総合研究館、総合

研究棟の1,105㎡を拠点に措置した。さらに、新築・

改修した総合研究棟の20％の全学共通スペースに

ついて優先的に利用を認めた。 

 4-3) 人的支援措置：全学的にプールした教員定員

を活用し、特に必要度の高い拠点に対して研究者を

措置することが可能な体制を整えた。 

５）研究拠点形成の促進 

 5-1) 高等研究院の活用：研究専念組織である高等

研究院（初代院長：野依良治・本学特別教授）を活

用し拠点形成を支援した。本院に、研究に専念する

流動教員を置くことし、学内公募を行い厳正な審査

により39名を任命した。このうち、21COE研究拠点

メンバーは計31名に上る。これら流動教員について

は、授業担当や管理運営等の実務を免除ないし大幅

に軽減し、研究への専念をサポートした。 

 5-2) 若手研究者の育成：若手研究者が独立して研

究を遂行できる財政的援助と研究スペースを特に

用意した。 

 5-3) 評価体制：21COEプログラム研究拠点を含む、

名古屋大学の世界最高水準の研究に対する評価・助

言を得るため、ノーベル賞受賞者を含む委員で構成

する「International Advisory Board」を設置し、研究

拠点等に対する評価・助言を得た。 

６）成果の発信・活用と研究拠点の継続性 

6-1) 成果の発信・活用：平成15年に東京で、平成

16年に大阪で、21COEプログラムの研究テーマ

を主題とした「フォーラム」を開催し、拠点

リーダーによるプレゼンテーション、拠点の

ビデオ紹介、展示ブースによる研究成果の説

明等を行った。  

6-2) 研究拠点の継続性：このような大学が取り組

んできた拠点形成活動によって、21COE拠点が専攻等

を母体とした研究センターに発展・進化し、先端的

研究を通した教育の拠点となってきている（構造生

物学研究センター、プラズマナノ工学研究センター

等）。 

なお、研究拠点形成に関係した若手研究者につい

ては、研究拠点形成終了後も関連分野の研究を発展

的に継続できるよう、特段の配慮を払った。また、

研究拠点にRAとして雇用されていた大学院博士後

期課程の院生については、引き続き雇用が継続でき

るよう、総長裁量経費により経済的支援を行った．。 

名古屋大学は、世界レベルのより高度な研究能力

を有する人材育成の場として、一層の充実と発展を

目指している。そのために、21COE、関連学内研究

所・センター等を集合させ「グローバル高等教育研

究機構」を創設する。                      



 
 

様式２ 
【公表用】 

名古屋大学（Ｊ１１）―1頁 

２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１５年度採択拠点事業結果報告書 

機 関 名 名古屋大学 学長名 平野 眞一 拠点番号 Ｊ１１ 

１．申請分野 Ｆ<医学系> Ｇ<数学、物理学、地球科学> Ｈ< 機械、土木、建築、その他工学> Ｉ<社会科学> ○Ｊ<学際、複合、新領域> 

２．拠点のプログラム名称 

（英訳名） 

同位体が拓く未来―同位体科学の基盤から応用まで― 

（Isotopes for the Prosperous Future） 

    研究分野及びキーワード <研究分野：総合工学>(プロセスシステム)(計測工学)(無機材料・物性)(環境動態解析)(文化財科学) 

３．専攻等名 

工学研究科マテリアル理工学専攻（平成16年4月1日付けで工学研究科原子核工学専攻、材料機能工学専攻、材料プロセス工学専攻、応用物理学専攻

より改組）、工学研究科量子工学専攻（平成16年4月1日付けで結晶材料工学専攻所属の事業推進担当者2名の所属変更）、工学研究科エネルギー理

工学専攻（平成16年4月1日付けで原子核工学専攻所属の事業推進担当者2名の所属変更）、エコトピア科学研究所（平成16年4月1日付けで環境量子リ

サイクル研究センター、理工科学総合研究センター、高効率エネルギー変換研究センター、難処理人工物研究センターよりエコトピア科学研究機構に

改組、平成17年4月1日付けで名称変更）、アイソトープ総合センター、年代測定総合研究センター 

４．事業推進担当者           計 ２３ 名 

ふりがな<ローマ字> 

氏  名 所属部局(専攻等)・職名 
現在の専門 

学 位 

役割分担 

(事業実施期間中の拠点形成計画における分担事項)  

(拠点リーダー)    

Yamamoto Ichiro 
山本 一良 

工学研究科マテリアル理工学専攻・
教授 

同位体分離  
工学博士 

基盤研究分野 研究の統括、同位体の高効率分離法の研究
 

Arita Yuji 
有田 裕二 

エコトピア科学研究所・ 
准教授 

材料科学 
博士(工学) 

基盤研究分野 機能材料への同位体の応用の研究 
 

Iida Takao 
飯田 孝夫 

工学研究科エネルギー理工学専攻・
教授 

環境動態解析 
工学博士 

サブリーダー(融合展開分野担当) 同位体を用いた環境動
態の研究 

Iguchi Tetsuo 
井口 哲夫 

工学研究科量子工学専攻・ 
教授 

量子線計測学 
工学博士 

サブリーダー(基盤研究分野担当) 同位体の高感度・高精度
測定法の研究 

Inoue Yasushi 
井上 泰志 

エコトピア科学研究所・ 
准教授 

材料科学 
博士(工学) 

基盤研究分野 機能材料への同位体の応用の研究 
 

Uritani Akira 
瓜谷 章 

工学研究科マテリアル理工学専攻・
教授 

量子線計測学 
工学博士 

基盤研究分野 同位体の高感度・高精度測定法の研究 
平成17年4月1日追加 

Enokida Youichi 
榎田 洋一 

エコトピア科学研究所・ 
教授 

分離工学 
工学博士 

基盤研究分野 環境負荷の小さい同位体分離法の研究 
 

Kawarabayashi Jun 
河原林 順 

工学研究科量子工学専攻・ 
准教授 

量子線計測学 
博士(工学) 

基盤研究分野 同位体の高感度・高精度測定法の研究 
平成19年4月1日追加 

Shibata Michihiro 
柴田 理尋 

アイソトープ総合センター・ 
教授 

応用核物理学 
工学博士 

基盤研究分野 新しい同位体の創製の研究 
 

Sugiyama Takahiko 
杉山 貴彦 

工学研究科マテリアル理工学専攻・
准教授 

同位体分離 
博士(工学) 

基盤研究分野 環境負荷の小さい同位体分離法の研究 
平成18年4月1日追加 

Suzuki Kazuhiro 
鈴木 和博 

年代測定総合研究センター・ 
教授 

年代測定 
理学博士 

融合展開分野 同位体を用いた年代測定の研究 
 

Soda Kazuo 
曽田 一雄 

工学研究科量子工学専攻・ 
教授 

物性物理学 
工学博士 

基盤研究分野 機能材料における同位体効果の研究 
 

Tanabe Tetsuo 
田辺 哲朗 

工学研究科マテリアル理工学専攻・
教授 

材料科学 
工学博士 

基盤研究分野 金属-水素系における同位体効果の研究 
平成17年3月31日辞退 

Tsushima Satoru 
津島 悟 

工学研究科マテリアル理工学専攻・
助教授 

分離工学 
博士(工学) 

基盤研究分野 環境負荷の小さい同位体分離法の研究 
平成17年9月30日辞退 

Nagasaki Takanori 
長崎 正雅 

エコトピア科学研究所・ 
教授 

材料科学 
博士(工学) 

基盤研究分野 同位体制御材料の創製の研究 
 

Nishizawa Kunihide 
西澤 邦秀 

アイソトープ総合センター・ 
教授 

放射線計測 
医学博士 

融合展開分野 生体中における同位体の挙動の研究 
平成19年3月31日辞退 

Haraguchi Hiroki 
原口 紘炁 

工学研究科化学・生物工学専攻・ 
教授 

分析化学 
理学博士 

基盤研究分野 同位体の高感度・高精度測定法の研究 
平成19年3月31日辞退 

Matsui Tsuneo 
松井 恒雄 

工学研究科マテリアル理工学専攻・
教授 

材料科学 
工学博士 

サブリーダー(基盤研究分野担当) 同位体制御材料の創製の
研究 

Muto Shunsuke 
武藤 俊介 

工学研究科マテリアル理工学専攻・
教授 

物性物理学 
博士(工学) 

基盤研究分野 同位体効果の計算機シミュレーション 
 

Yagi Shinya 
八木 伸也 

工学研究科量子工学専攻・ 
准教授 

物性物理学 
博士(理学) 

融合展開分野 生体物質における同位体効果の研究 
 

Yamazawa Hiromi 
山澤 弘実 

工学研究科エネルギー理工学専攻・
准教授 

環境動態解析 
理学博士 

融合展開分野 同位体を用いた環境動態の研究 
 

Yamane Yoshihiro 
山根 義宏 

工学研究科マテリアル理工学専攻・
教授 

中性子科学 
工学博士 

基盤研究分野 新しい同位体の創製の研究 
 

Watanabe Ken-ichi 
渡辺 賢一 

工学研究科マテリアル理工学専攻・
准教授 

量子線計測学 
博士(工学) 

基盤研究分野 同位体の高感度・高精度測定法とその応用の
研究 平成19年4月1日追加 

５．交付経費（単位：千円）千円未満は切り捨てる （  ）：間接経費 

年  度(平成) １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ １ ９ 合   計 

交付金額(千円) 117,000 95,500 96,200 
89,730 

（ 8,973） 

88,000 

（ 8,800） 
486,430 

  



 
 

様式２ 
【公表用】 

名古屋大学（Ｊ１１）―2頁 

６．拠点形成の目的 

同位体は従来から様々な分野で利用されてき

たが、その利用手法の研究開発が各分野で個別に

行われていること、同位体を区別して測定するこ

とが必ずしも容易でないことなどが原因となり、

同位体の科学・技術が爆発的に展開するには至っ

ていない。本拠点では、同位体関連研究に携わっ

てきた広範な分野の研究者が結集・連携し、基盤

研究分野から融合展開分野にわたる研究・教育を

総合的かつ有機的に行うことにより、同位体科学

の基盤を飛躍的に発展させるとともに、文理融合

分野等への同位体科学の新たな展開をはかる。 

 

1)本拠点がカバーする学問分野 

本拠点がカバーする学問分野は、広い意味での

同位体科学と言うべきものであり、大きく基盤研

究分野と融合展開分野に分けることができる。基

盤研究分野は同位体科学を支えるものであり、

(1)同位体分離・創製、(2)同位体計測、および(3)

同位体材料の３つの学術領域に更に分類するこ

とができる。融合展開分野は時代とともに広がる

ものであるが、(A)環境・生命、および(B)文理情

報の２つの学術領域が主たる対象となる。 

 

2)本拠点の特色および目的・必要性 

本拠点の中心となるマテリアル理工学専攻（量

子エネルギー工学分野）では、新同位体の創製、

同位体の分離・計測、環境中の同位体の挙動、機

能材料の同位体効果等の研究に力を入れてきた。

また、アイソトープ総合センター、年代測定総合

研究センターでも、同位体を武器とした研究を進

めてきた。 

本拠点では、すでに各自の分野で世界的・独創

的な成果をあげている上記研究者が結集・連携し

て、同位体科学を支える基盤研究を飛躍的に発展

させるとともに、それら基盤研究に立脚した新た

な融合展開研究を進める。更に拠点の活動に若手

研究者を主体的に参加させることでその自主

性・創造性を養い、世界をリードする人材を育成

する。同位体を核とするこのような試みは、世界

的にも例のない極めてユニークなものである。 

 

3)本拠点の重要性・発展性 

同位体の科学・技術が爆発的な展開に至ってい

ない原因は、その基盤に大きな課題――同位体の

濃縮や測定が困難――を抱えていること、および

同位体関連研究が分野ごと個別になされている

ことにある。これを打破するためには、基盤分野

の研究者が協力して課題に立ち向かうと同時に、

基盤分野と融合展開分野の研究者が連携して新

たな展開を図る必要がある。そうすれば、同位体

科学の基盤が確立し、環境問題の解明、医療被曝

の低減、歴史学の進展など社会のニーズに即した

成果が得られる。また、学際融合分野の素養を持

った若手研究者が育つ。 

 

4)本プログラム終了後に期待される成果 

【基盤研究分野】(1)高速で廃棄物排出が少ない汎

用的同位体分離法の原理実証。加速器等による新

規同位体の製造。(2)ICP-MS、AMS、RIMSの相互補

完による超高感度・高精度同位体計測の実現。独

創的新技術（ドップラー速度同位体弁別式RIMS、

キャビティリングダウン同位体吸収分光等）の開

発。(3)同位体制御材料の作製・評価に関する基

礎技術の確立と、その機能性の実証。 

【融合展開分野】(A)有機態炭素循環の定量的把握

による環境問題への寄与。安定同位体・放射性同

位体の新しい計測手法の、環境研究・生命科学・

医療技術への適用。(B)同位体利用年代測定によ

る歴史学、技術史への寄与。 

【教育】新たな同位体科学・学際融合分野の素養

を持った若手研究者が輩出。先端的・独創的プロ

ジェクトに主体的に参画することにより、研究を

立案・推進できる自立した若手研究者が成長。同

位体科学の教育体系の確立と教科書の出版。 

 

5)学術的・社会的な意義・波及効果等 

【基盤研究分野】(1)同位体分離・創製：高速で汎

用的な同位体分離・創製方法に関わる学術基盤が

整い、同位体分離産業が国内で出現する可能性が

ある。(2)同位体計測：既存の同位体計測技術の

欠点を解消する新技術・新手法の開発が見込まれ

るとともに、新たな融合展開分野への適用が期待

できる。(3)同位体材料：同位体の種類と配置を

制御することで、新機能材料を創製できる可能性

がある。 

【融合展開分野】同位体科学の基盤分野との連携

が深まり、新しい研究手段・手法が導入されるこ

とで、社会のニーズに合致した発展が期待できる。 



 
 

様式２ 
【公表用】 

名古屋大学（Ｊ１１）―3頁 

７．研究実施計画 

1)研究の概要ならびに研究者の役割 

【同位体分離・創製】日本での大規模分離の唯一

の例であるウラン同位体分離の技術開発に関し、

国の評価WGの主査を務める山本は、これからの柔

軟性ある分離法である深冷壁熱拡散塔、置換クロ

マトグラフィ法等の研究を進めており、廃棄物排

出の小さい分離法研究の第一人者である榎田、杉

山と共に分離分野の責任を持つ。柴田は、多数の

新しい同位体を発見した経験を活かし、また山根

は中性子科学の専門家として、加速器や中性子発

生装置を用いて、生命科学・放射線医療技術の専

門家である西澤が必要とする同位体の創製研究

に責任を持つ。 

【同位体計測】独自のRIMS要素技術を有し、高分

解能３次元放射線計測技術の応用研究を展開す

る井口、ならびにICP-AES/MSの第一人者であり、

これらを駆使して生体等の全元素同時分析に取

り組んでいる原口は、超高感度の安定同位体計測、

超高分解能の放射性同位体計測を更に発展させ、

融合展開分野の新ツール開発を支える。さらに、

産総研において中性子標準整備を先導した瓜谷

の参画により、ICP-MS、RIMS、AMSの相互校正（測

定結果の統合）技術の確立と高精度化を図る。 

（注）RIMS：共鳴イオン化質量分析、ICP：誘導結合プラズマ、

AES：原子発光分析、MS：質量分析、AMS：加速器質量分析 

【同位体材料】同位体効果を利用した機能材料の

創製研究を進めている松井、長崎、有田、井上は、

世界でも数台しかない低エネルギー大電流イオ

ンビーム蒸着装置を用いて同位体の組成・配列を

制御した物質を作製し、超高熱伝導材料、超断熱

材料、高性能熱電材料等の新機能材料の創出を目

指す。また、機能材料の表面制御・物性評価等で、

世界の第一線の研究を推進する曽田、武藤、八木

は、同位体制御材料の新規物性発現メカニズム理

解の研究に責任を持つ。 

【環境・生命】放射性同位体と安定同位体の環境

動態研究を展開し、さらに放射線体内被曝の研究

も進めている飯田、山澤は、多元素同位体計測の

原口の援助を得て同位体環境科学を発展させる

とともに、医療被曝の低減の研究を西澤、井口と

共に推進する。また、西澤は、井口の高分解能・

多次元放射線計測技術および武藤の画像処理技

術を活かし、更に柴田、山根の同位体創製研究の

援助を得て、生命科学研究の進展をはかる。 

【文理情報】日本を含む東アジアの地質学の研究

実績を活かし、文化財・歴史的遺物等の年代測定

を通して歴史学・技術史学において先駆的研究を

進める鈴木は、AMS年代測定法を発展させるとと

もに、原口、井口の援助を得てICP-MS、RIMSの年

代測定への適用性を検討し、この分野の新展開を

はかる。 

 

2)同位体科学バーチャル・ラボラトリに拠る活動 

基盤研究分野（同位体分離・創製部門、同位体

計測部門、同位体計測部門）および融合展開分野

（環境・生命部門、文理情報部門）の２分野５部

門から成る同位体科学バーチャル・ラボラトリを

運営する。ここでは、拠点メンバーが複数の部門

を兼務し、各部門内の協力は勿論のこと、部門間

の緊密な連携を容易に行えるようにする。 

 

3)若手融合研究ユニットによる融合研究の推進 

本COEの活動における融合研究と若手育成の重

要性、および若手研究者間の交流の実績をふまえ

て、若手研究者をリーダーとする複数の若手融合

研究ユニットを組織し、融合研究を強力に推進す

る。本COEで特に重要・有望と判断した研究課題

に対しては、重点的に研究費を配分する。 

 

4)国際シンポジウムの開催 

本COE主催の｢同位体科学国際シンポジウム｣を、

2005年および2007年に開催し、本COEの研究成果

を世界に向けて発信すると同時に、同位体科学研

究に関する国際ネットワーク強化の一助とする。 

 

5)若手研究者研究助成プログラムの実施 

若手研究者を対象として、拠点形成の目的に沿

った新たな研究課題を公募し、優れた提案に対し

て研究費を助成する。 

 

6)国際共同研究の推進 

RIMS技術の開発と応用を目指した本COE・独国

マインツ大学・日本原子力研究所の三者による国

際共同研究、および日本・中国・韓国による東ア

ジア地域大気中ラドンの国際共同観測の体制を

構築する。さらに、本COEが主催する国際会議を

起爆剤として、世界的な研究拠点ネットワークの

形成、このネットワークを用いた若手人材の相互

交流・育成を目指す。 



 
 

様式２ 
【公表用】 

名古屋大学（Ｊ１１）―4頁 

８．教育実施計画 

1)研究への参加――知的刺激を与える 

多数の大学院生が本COEの研究課題に取り組ん

でおり、先端的な研究そのものや他分野の研究者

との交流によって大いに知的刺激を受けている。

長い目で見れば、博士後期課程に進学する者、将

来も研究を続ける者の増加にもつながると考え

ている。 

 

2) 若手研究者研究助成プログラムの実施――自

主性・独創性を養う 

若手研究者および大学院生（博士前期課程の学

生を含む）を対象として、拠点形成の目的に沿っ

た新たな研究課題を公募し、優れた提案に対して

研究費を助成する若手研究者研究助成プログラ

ムを実施した。拠点における研究の進展を図ると

ともに、若手研究者および大学院生の創造性や自

主性を養うのが目的である。研究の進展にどの程

度効果があったかを評価するのはむずかしいが、

特に大学院生の研究に対する姿勢に変化が現れ

たのは確かである。すなわち、応募のために構想

を練ることが自分の研究について深く考えるよ

い機会となり、大学院生が以前より主体的に研究

に取り組むようになった。したがって、このプロ

グラムは今後も引き続き実施していく。また、助

成金を受けた者には、年度末の成果報告会で研究

成果を発表することを義務づけているが、これも

大学院生にとってはよい経験となっている。 

 

3)英語講座および海外派遣の実施――国際性を

育む 

国際会議等で発表・討論できる実践的な英語能

力の養成をめざして、大学院生を対象に外部講師

による少人数英語講座を開講した。平成16、17年

度は、15年度の受講者アンケートの結果をふまえ

て、短期集中コース（夏期休業期間中）の併設や

能力別のクラス編成など、きめ細かな配慮を施し

た。受講することで英語力のなさを痛感した大学

院生も多く、全体に英語学習に対する意欲が高ま

った。16年度からは、英語力の向上の度合いを定

量的に評価するため、受講前後にTOEICのIPテス

トを課している。受講により得点も向上している

が、それにも増して、大学院生が英語でコミュニ

ケーションをとることを苦にしなくなり、自ら国

際会議等で発表したいと言うようになってきた

ことが大きい。したがって18年度以降も、実施方

法を工夫しながら開講していく予定である。 

また、大学院生を含む若手研究者の国際会議や

国際共同実験・観測等への派遣を積極的に行った。

大学院生については、博士前期課程在籍中に１回

以上、博士後期課程在籍中に３回以上、国際会議

等に参加することを目標としている。派遣の際の

費用は、可能な範囲内でCOEが補助した。平成18

年度以降は、RIMS技術の開発と応用をめざした日

独の共同研究や、日中韓による東アジア地域大気

中ラドンの共同観測などの仕事量も増えるので、

若手研究者の海外派遣を更に増やす予定である。 

 

4)研究環境の整備――人材を確保し研究に専念

させる 

若手研究者をCOE研究員（ポスドク）として雇

用する一方、博士後期課程の大学院生をRAとして

雇用した。また、前述のように、国際会議や国際

共同観測に参加する際の費用は、COEが補助した。

このようなシステムによって、若手研究者が研究

に集中し実力を伸ばすことのできる環境を整え、

国内外から広く優秀な人材を確保することをね

らった。 

 

5)大学院講義――同位体科学の魅力を伝える 

同位体効果の発現は物理・化学の基礎に関わり、

またその応用は環境・生命・情報など広い分野に

わたっている。このような多様性のために、従来、

同位体に関する講義は複数の科目で断片的に行

われているのみであった。そこで平成16年度は、

マテリアル理工学専攻の誕生に際して新設した

大学院基礎科目「エネルギー・物質工学」の講義

の中で、本COEで行われている同位体に関連した

様々な研究について紹介した。これは、同位体と

いう切り口から、環境・生命・情報などの分野に

おける21世紀の重要課題について、学生の理解を

深めることにもつながったと思われる。平成17年

度は、16年度の経験をふまえ、同位体科学として

講義すべき内容を再検討して、より系統的な講義

を行った。今後、さらに講義内容の充実を図り、

それをもとに同位体科学に関する教科書を執

筆・出版する予定である。 
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９．研究教育拠点形成活動実績 

①目的の達成状況 

1)世界最高水準の研究教育拠点形成計画全体の

目的達成度 

計画全体の目的達成度は、「２．目的は概ね達

成した」に相当すると考えている。以下に達成し

た成果を列挙する。 

(a)バーチャル・ラボラトリに拠る研究 

基盤研究分野（同位体分離・創製部門、同位体

計測部門、同位体材料部門）では、多種多様な基

盤的研究課題について、世界的水準の成果が得ら

れた。一方、融合展開分野（環境・生命部門、文

理情報部門）では、独創的かつ先導的な応用展開

がなされた。 

また、バーチャル・ラボラトリの構築により、

基盤研究分野のシーズと融合展開分野のニーズ

の情報が共有され、新たな融合研究を生む下地が

生まれた。 

(b)若手研究助成プログラム 

拠点メンバーによる書類審査の結果に基づき、

各年22～28件の研究課題に研究費を配分した。大

学院生および若手研究者の創造性や自主性を養

う上で、大きな役割を果たした。 

(c)若手融合研究ユニット 

バーチャル・ラボラトリによって異分野の研究

者間の連携が進むとともに、若手研究助成プログ

ラムによって萌芽的な融合研究が立ち上がった。

これらの実績を踏まえて、平成17年度後半には、

新たな融合研究課題に集中的に取り組む分野横

断的な若手研究者中心のグループ若手融合研究

ユニットを組織した。 

(d)同位体科学会の設立・国際会議の主催 

拠点リーダー山本一良教授と東京工業大学藤

井靖彦教授とが中心となり、平成16年度に同位体

科学会を設立した。 

平成17年および19年には、本COEの主催で同位

体科学国際シンポジウム (International Symposium 
on Isotope Science and Engineering from Basics to 
Applications) を開催した。 

(e)外部評価 

本COEの活動を客観的に見極めるため、下記8名

の委員による外部評価を受けた。 

石田孝信（評価委員長、米国ニューヨーク州

立大学ストーニーブルック校・名誉教授） 

河田 燕（日本アイソトープ協会・常務理事） 

木村逸郎（京都大学・名誉教授） 

田中 知（東京大学・教授） 

藤井靖彦（東京工業大学・教授） 

Kyuseok Song（韓国原子力研究所・主任研究

員） 

Susan Trumbore（米国カルフォルニア大学ア

ーバイン校・教授） 

Klaus D.A. Wendt（独国ヨハネス・グーテン

ベルク大学・教授） 

この外部評価では、同位体というキーワードで

新たな融合研究に注力したことが高く評価され

た。項目別の評価では、すべての項目にわたって、

8名の平均で4.0点以上（5点満点）の高い評点を

得た。なお、具体的なコメントについては、以下

の各項に記した。 

 

2)人材育成面での成果と拠点形成への寄与 

(a)研究への参加 

多くの大学院生が、本COEの研究に参加するこ

とによって、先端的な研究そのものや海外・他分

野の研究者との交流から大いに刺激を受けた。こ

れは大きな教育的成果と言える。 

(b)若手研究助成プログラム 

独創的な研究課題がいくつか提案された。また、

応募にあたって構想を練ることがきっかけとな

り、若手研究者（特に大学院生）が以前より主体

的に研究に取り組むようになった。 

(c)若手融合研究ユニット 

若手研究者が互いに啓発し合うことで、異分野

の研究から新たな着想を得たり、広い視野から自

分の研究を位置づけたりするようになった。 

(d)英語講座・海外派遣 

英語講座で外国人教師と話す機会を持ったこ

とで、英語でコミュニケーションをとることに対

する敷居が低くなり、大学院生が自ら進んで国際

会議等で発表するようになった。国際会議等（短

期）や海外共同研究先（長期）への派遣には、COE

経費を充てた。 

(e)PD、RAの採用 

 PD（1～6名/年）、 RA（6～10名/年）を採用し、

若手研究者が研究に専念できる環境を整えた。PD、

RAともに、本COEにおける研究を推進する上で大

きな力となった。 

(f)大学院講義 

大学院の正規の科目として、同位体科学に関す
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る系統的な講義を行った。当初は、講義内容を基

に同位体科学の基本的な教科書を執筆する予定

であったが、同位体のユニークな応用に的を絞っ

た啓蒙書の方が社会的インパクトが大きいと期

待されることから、予定を変更して啓蒙書の準備

を進めている。 

【外部評価コメント】 

・ 若手に対する研究助成で若手の自主性を育ん

だ点は評価できる。 

・ 大学院講義、英語講座等、努力は認めるところ

であるが、COEの教育活動としては平凡なもの

と言わざるを得ない。 

・ 同位体科学という広い分野で議論が出来る

ように、必要最小限の共通かつ基礎的な専門

知識を導入教育する体制が欲しい。 

 

3)研究活動面での新たな分野の創成や、学術的知

見等 

基盤研究分野における特筆すべき研究成果の

例として、 

・ 超臨界流体置換クロマトグラフィやクラウ

ンエーテル固定化樹脂を用いた先進同位体

分離技術の開発 

・ 中性子過剰希土類新同位体の創製（発見） 

・ レーザー共鳴イオン化分光およびキャビテ

ィリングダウン分光を用いた同位体計測手

法の高度化 

・ 同位体制御材料の創製技術およびキャラク

タリゼーション技術の改良 

を挙げることができる。 

一方、融合展開分野（環境・生命部門、文理情

報部門）の独創的かつ先導的な応用研究の例とし

ては、 

・ 同位体比を用いた森林内炭素循環の研究 

・ 東アジア域における大気汚染物質の移動解

明を目指した大気中ラドンの動態評価 

・ 同位体年代測定に基づく元寇船建造地の同

定や天正地震の震域・被害の再評価 

を挙げることができる。 

また、拠点リーダー山本一良教授と東工大藤井

靖彦教授とが中心となり、平成16年度に同位体科

学会を設立した。これは、同位体関連研究者の新

たな研究発表・討論・情報交換の拠点となる学術

団体を形成することを目的としたものである。現

在、同会は、100名弱の会員を擁し、毎年度末に

同位体科学研究会（研究発表会）を開催している。

これらの活動を通して、同会は、同位体科学に関

する国内の拠点として地歩を固めつつある。 

若手融合研究ユニットでは、以下の研究課題に

ついて集中的に研究を進めた。いずれの課題も若

手の交流の中から生まれた斬新なものであるが、

研究を開始するにあたっては、中核メンバーが研

究計画を書類審査し、研究費配分額を決定すると

同時に必要な助言を行った。現在、まとまった成

果が出始めたところである。 

・ レーザーによるCO2炭素同位体計測法を用い

た森林内炭素循環の研究 

・ 古代交易ネットワーク解明を目指した骨中

Sr同位体分析法の開発 

・ 生体内に存在する金属元素と同位体水分子

との相互作用に関する研究 

・ イメージングプレートを用いる90Y悪性リン

パ腫治療経過観察用画像取得システムの開

発 

【外部評価コメント】 

・ 融合展開分野の研究活動は最も高く評価でき、

特に文理情報分野の成果は、このCOEの最も意

義のある成果と言える。 

・ 国際会議を２回開催し、同位体科学会のような

学術母体を立ち上げたことは評価に値する。 

・ 広範な分野をカバーしようとするあまり、全

体として焦点がぼやけた感がある。 

 

4)事業推進担当者相互の有機的連携 

バーチャル・ラボラトリの構築により、基盤研

究分野のシーズと融合展開分野のニーズの情報

が共有され、互いの研究活動が刺激されただけで

なく、新たな融合研究を生む下地が生まれた。（そ

の最大の成果である若手融合研究ユニットにつ

いては、3)を参照されたい。） 

また、事業推進担当者を中心とした拠点全体会

議を毎月開催し、情報の共有、意思の疎通をはか

るとともに、活動の進め方について随時議論した。 

【外部評価コメント】 

・ 同位体科学という広い分野の研究者を集め、バ

ーチャル・ラボラトリという横糸的な相互連

絡・協調的な関係を構築したことが、本COEの

成果に繋がったと考えられる。 

・ 若手融合研究ユニットは、実際に異分野・複数

の研究グループによる相互協力が進められて
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いる様子がうかがえ、高く評価できる。 

 

5)国際競争力ある大学づくりへの貢献度 

本COEは、同位体科学に注力しているユニーク

な拠点として国内外に認知されており、名古屋大

学の地位向上にも寄与した。 

 

6)国内外に向けた情報発信 

(a)同位体科学国際シンポジウム 

本COEの主催で2005年および2007年に開催した

同位体科学国際シンポジウムは、国内外の様々な

分野の同位体関連研究者が議論・情報交換するユ

ニークな場を提供すると同時に、本COEの活動を

国内外に発信する機会となった。 

発表論文の大部分は、厳正な査読を経て、日本

原子力学会英文論文誌 Journal of Nuclear Science 
and Technology の特集号（Vol. 43, No. 4, 2006）お

よび補遺（Supplement No. 5, 2008）として刊行さ

れた。この雑誌は、J-STAGE（科学技術情報発信・

流通総合システム）で全文無料公開されており、

国内外への情報の流布が期待できる。 

(b)同位体科学研究会 

同位体科学会の主催、本COEの共催で毎年開催

した同位体科学研究会は、同位体関連研究者が議

論・情報交換する場として定着しつつある。 

(c)その他の学会における活動 

様々な学会で研究成果を発表しただけでなく、

原子力学会、アイソトープ協会、質量分析学会等

で、本COEの活動を紹介する講演を行った。 

(d)国際協力・共同研究 

共鳴イオン化質量分析技術の開発と応用を目

指した日独の共同研究や、日中韓による東アジア

地域大気中ラドン共同観測網の構築を行った。 

(e)報告会・報告書・ウェブサイト 

成果報告会の開催、成果報告書の発行、ウェブ

サイトの開設・更新等を行った。 

【外部評価コメント】 

・ 広く社会にアピールする努力が不足してい

る感が否めない。今後の展開に期待する。 

 

7)拠点形成費等補助金の使途について（拠点形成

のため効果的に使用されたか） 

研究面では、特に、若手研究助成プログラムを

通して萌芽的な研究を金銭的に支援できたこと

が大きい。その中から新たな融合研究が立ち上が

り、若手融合研究ユニットの誕生につながった。

また、共同研究先（独国ヨハネス・グーテンベル

ク大学）にPDを長期派遣できたことも、研究の進

展に大きく貢献した。 

教育面でも、前述のように、若手研究助成プロ

グラムの果たした役割は大きい。一方、英語講座

に関しては、一定の成果が認められたものの、英

語力そのものの向上は、期待したほどではなかっ

た。開講方法にはいろいろ工夫を凝らしたが、よ

り効果的な方法があったかも知れない。 

RA、PDの雇用は、研究・教育の両面で効果的で

あった。 

 

②今後の展望 

本COEの活動を通して築き上げた国内外の研究

拠点との協力関係は、研究者にとって貴重な財産

であり、今後もこれを発展させていく。 

学際・融合研究を促進するためには、異分野の

研究者が交流する場が是非とも必要である。本

COEが設立に寄与した同位体科学会は、そのよう

な場として、大きな役割を果たしていくと期待さ

れる。 

一方、COEの活動を通して、新たな融合展開に

よる新分野の開拓の重要性を痛感すると同時に、

本COEメンバーの多くがバックボーンとしている

量子エネルギー工学の発展の必要性を再認識し

た。そこで今後は、「光子・中性子・電子・イオ

ンのビームや集団を高度に利用する最先端理工

学」としての量子エネルギー理工学の構築を図っ

ていきたい。このような意味での量子エネルギー

理工学は、同位体科学と重なる部分も多く、本COE

の取り組みと相反するものではない。 

また、量子エネルギー理工学の教育をより体系

的かつ効果的に行うためには、必ずしも現在の大

学院組織が適切であるとは言えない。たとえば、

現在のマテリアル理工学専攻量子エネルギー工

学分野を中核とした大専攻の形成など、専攻の再

編も視野に入れた議論を始めたいと考えている。 

 

③その他（世界的な研究教育拠点の形成が学内外

に与えた影響度） 

原子核工学・原子力工学の流れを汲む他大学の

専攻が、その方向性について試行錯誤を繰り返す

中で、本COEが量子エネルギー工学の新たな展開

の可能性を示した意義は大きい。 
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②国際会議等の開催状況【公表】 

（事業実施期間中に開催した主な国際会議等の開催時期・場所、会議等の名称、参加人数（うち外国人参加者数）、主な招待講演者

（３名程度）） 

 
開催時期： 2005年9月20-23日 
場所： 名古屋大学IB電子情報館 
会議名称： International Symposium on Isotope Science and Engineering from Basics to Applications 2005 

(ISE2005) 
主催： 21世紀COEプログラム「同位体が拓く未来」 
共催： 日本原子力学会，同位体科学会 
参加人数： 105名（うち外国人10名） 
招待講演者： 

Ralph E. Weston, Jr. (Brookhaven National Laboratory, USA) 
Vladimir G. Plekhanov (Fonoriton Science Laboratory, Estonia) 
Takanobu Ishida (The State University of New York at Stony Brook, USA) 
Richard L. Schowen (University of Kansas, USA) 

 
開催時期： 2007年9月17-20日 
場所： 名古屋大学IB電子情報館 
会議名称： International Symposium on Isotope Science and Engineering from Basics to Applications 2007 

(ISE2007) 
主催： 21世紀COEプログラム「同位体が拓く未来」 
共催： 日本原子力学会，同位体科学会 
参加人数： 98名（うち外国人11名） 
招待講演者： 

Yasuhiko Fujii (Tokyo Institute of Technology, Japan) 
Klaus D.A. Wendt (Johannes Gutenberg Universität Mainz, Germany) 
Susan Trumbore (University of California, Irvine, USA) 
Hisayoshi Yurimoto (Hokkaido University, Japan) 
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２．教育活動実績【公表】 
博士課程等若手研究者の人材育成プログラムなど特色ある教育取組等についての、各取組の対象（選抜するものであればその方法を

含む）、実施時期、具体的内容 

 

１） 若手研究助成プログラム 

対象：大学院生及び若手研究者 

実施時期：大平成15～19年度 

内容：21世紀の世界が直面する種々の課題の解決に向けて、独創的な発想で主体的・積極的に研究に

取り組む若手研究者の育成を目指して、「若手研究助成プログラム」を実施した。以下の区分で研究

課題を募集し、拠点メンバーの書類審査の結果に基づいて研究費を配分した。 

・ 若手研究者育成プログラム：COE研究員、博士後期課程大学院生等の若手研究者が、独自に研究

計画を立案し応募する。 

・ 競争的資金による研究助成プログラム：博士前期課程大学院生が指導教員とペアを組み、教員

の指導のもと研究計画の立案に主体的に取り組む。指導教員と大学院生の連名で応募する。 

配分件数は、22～28件/年であった。配分を受けた者には、年度末の成果報告会で、主としてポスター

形式で発表することを義務づけた。応募にあたって構想を練ることがきっかけとなり、特に大学院生

が以前より主体的に研究に取り組むようになった。 

 

２） 英語講座 

対象：大学院生 

実施時期：平成15～19年度 

内容：大学院生を対象に、実践的な英語力の養成を目的とした少人数英語講座を開設した。受講者の

様々なニーズに応えるため、以下のコースを設けた。 

発音集中コース（発音中心、夏期休業期間に短期集中で実施） 

プレゼンテーション集中コース（プレゼンテーション中心、夏期休業期間に短期集中で実施） 

一般集中コース（英語一般、夏期休業期間に短期集中で実施） 

一般通常コース（英語一般、毎週2回半年間実施） 

教育効果を高めるため、1クラス2～5人の能力別クラス編成とした。受講前後に実施したテストにより、

特にスピーキング能力が向上したことが確認された。 

※年度によって実施内容に多少の違いがある。上記は平成18年度の例である。 

 

３） 大学院講義 

対象：博士前期課程大学院生 

実施時期：平成17～19年度前期 

内容：同位体効果は物理現象および化学現象に関わり、その応用分野はエネルギー・材料・環境・生

命・情報などの広い分野にわたっている。この特性のため、同位体に関連する講義は、これまでそれ

ぞれの科目で個別に断片的に取り扱われていただけであった。そこで、同位体科学研究への新たな参

画を志す若手研究者の育成を目的として、本COEで新たに得られつつある先端的研究成果とこれを支え

る基盤技術の広がりを、拠点メンバーが分担して大学院生に体系的に講義した。 

※工学研究科マテリアル理工学専攻の大学院基礎科目「エネルギー・物質工学」として行った。 

 



機関名：名古屋大学 拠点番号：J11 

 

２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果 

 

（総括評価） 

 設定された目的は概ね達成された 

（コメント） 

 拠点形成計画全体の目的達成度については、この分野で「バーチャル・ラボラトリ構想」

を実現し、基盤研究分野のシーズと融合展開分野のニーズの情報が共有され、同位体科学

の新たな融合研究を生む基盤が形作られ、｢同位体科学会｣が創設された意義は大きいと評

価できる。今後、得られた成果についての更なる広報活動が行われることを期待する。 

人材育成面については、融合研究を強力に推進するため、「若手融合研究ユニット」を

組織し分野横断的な若手研究者の活動を活性化することに成功しており、評価できるが、全

体的に見て有為な研究者の育成・輩出の面では更なる努力が求められる。また、学生の教育面

においてもＰＤ（ポストドクター）、ＲＡ（リサーチ・アシスタント）などの数が限られてお

り、英語教育などのように平均的と思われる企画にとどまっているものもあるなど、更なる工

夫が求められる。 

研究活動面については、原子核工学、原子力工学の教育研究が狭い定義での同位体研究に限

定されてきたのに対し、文理融合のアイディアを持ち込み、新しい学際・複合領域を生み出す

努力を行ったことは評価できる。また、国際的な評価体制を導入するなどの積極的な試みも評

価できる。 

補助事業終了後の持続的展開については、大学の強力な支援のもと、本拠点形成プログラム

が、今後、さらに「量子エネルギー理工学」の新たな発展に寄与していくことを期待する。 
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